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小島 清著 『日本 貿 易 と経二済 発 展 』

(国 元書房,昭33)

麻 田 四 郎

1

そ の処女作 「世界経 済 と技術 」昭18(赤 松博士 と共著)を 除 くとして も,昭

和23年,専 門的第一作 「自由貿易理 論の研究 」に よつて,終 戦蔵後のわが 国際

経 済学 界に新生 の息 吹を吹 きこんで以来,今 日濠ですでに十 指 に及 ぶ 著訳書,

数 多 くの論文 を通 じて文字通 り斯学界のdrivingforceと して活 躍 されて こ ら

れ た著者は,こ こに また また 『日本 貿易 と経済発展』 を発表 され た。最近の理

論的発 展 を自家薬籠 中の もの とした著者が,実 証分析を通 じて,新 しい国際経

済 理論 への飛躍の途を求 めん とす る野心 的労作で ある。 本書 をひ・もと く者は,

一見混沌 としてっかみ処 な きかにみ え る錯雑せ る現実 か ら
,巧 み に事態 の本質

をつか みだす理 論構成の精妙 さと,そ れ を支 え る構想力 の大 さとに打 たれ る こ

とで あろ う。

本書 は,第1篇 「日本の経済発展 と貿 易一実証 的分析一」 と第2篇 「経済発

展 と国際貿易一理 論的研究一 」 の二篇に大別 され,各 篇それぞれ五章つ つよ り

な る。 各章は これ まで独立 に発表 された論文を加筆 した ものであ るため,若 干

の重複 がみ られ るけれ ど も,本 書 の形 に まとめ られ ると,理 論 と実証 が見事 な

調 和 を保 って ・有 機的に結 びつ き・相呼応 して本書の課題に迫 ってい る。

著者 は序文で本書の課題 を 「経 済発展 にお ける貿易の役割 」を究明し よ うと

す るとい ってい るが,本 書の内容 は この表現が文字通 りに意味す る以上に大 き

いo

著者 は第1篇 で,日 露戦争前後か ら最近にいた る日本経済の発展 に対 し,貿

易がいかな る戦 略的役割 を果 したかを実証 的に分析 し,将 来の計 画に適用 し う

る発展法則 を明 らか にせん とし,第2篇 では,前 篇の経験的法則 を包摂 して説
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明 し うる理 論体 系の積極的構成 を試みてい る。 わたしは,実 証分析の巧 妙 さも

さることなが ら,後 篇の理論体系 こそ著者の最 もユニークな貢 献 と考 えたい。

それは貿易を含む経済発展理論の 確立 または国際経済の動態理 論の確立 を 目指

す著者の学問的野心 を秘 めてい る もので ある。 この書 評で,ま ず,わ た くし は

著者が確立 せん とす る動態理論の体 系がいかな る性格を もつ か を 中 心 に 紹 介

し,そ のあ とで若干 の コメン トを試み てみよ うと思 う。 しか し,そ の前 に理 論

構成 に先 き立 つ著者 の ヴ.ジ.ン にっいて,わ たしな りの 解釈 をあたえてみ た

いo

2

著者が序文で 「わた くしな りの新 しい観点 は,実 は恩 師 赤 松 要 博 士 か ら直

接,間 接に受 け継 い だ もので あ り……」(P.4)と いい,ま た第7章 「資本蓄積

と国際分業 」に明 らかに看取 され るま うに,産 業発展の雁行形 態 ・世界経 済の

異質化 と同質化 。貿易地域 の近接化 と遠隔化 を内容 とす る いわゆ る赤松博士の

「産業発展の雁行形 態論」 の理論化に,本 書の学 問的野心 が あると考 えたい。

赤松体系をば,「 その ヴ ィジ.ン にお いて,そ の広範囲に適用可能 な法則性 に

おいて,ま さに世界 に誇 るべ き独創的な業績で あ る。それは国際分業の動態理

論の申核 を形 づ くるもので あ る」(P.215)と い うi著者の言葉 に私は無条件 に同
くの

感 で あ る。かって著 者が学界に さきが けて 「比較成長率の原理 」 を提 唱 された
くの

の も,ま た 「世界経済の均衡的発展 」を問題 と され たの も,背 後に この赤松体

系 を考 えて,は じめて納得で きる著眼で ある。 そこで著者は,赤 松体系 を近代

理 論の分析道具に よって理 論化 し,近 代理論体系に組込むかに努力 され る。 し

か し,赤 松体系は近代理論的に処置す るにはあま りに も大 きすぎ るのではなか

ったか。 著者が 「貿易 を包摂 した経済発展理論 ない しは動態理論が欠 除 してい

るか,未 確立で あることが痛感 され る。 ……本書の第2篇 が い ちばん苦心 して

い るのは,従 来の理論の殼 を破 っていかに適 切 な正 しい国際経 済の 動態理論 を

見 出すか とい う点 であ る。」(p.1)と い うのは,こ の よ うな問題意識 に立 つ著

(1)小 島清著.外 国貿易.旧 版.昭25.第 八章.

(2)同 著.国 際経 済論.昭25.諸 所 特に第 九章.
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者の当然の感慨で あろ う。 しか し,著 者のす ぐれた構想力は,こ の問題 をば 「長

期動態 モデル」 の構成に よつて見事 に展開 してい くので あ る。以下 において,

わ たしは まず著者の モデルがいかな る形 で赤松体系の理 論化 を狙 った もので あ

るか を紹介 したい。 著者はついで この モデルの観点 か ら日本経済の実証分析 に

立 向 うので あ るが,そ れ も従来の実証研究 とは大 き く異 な り,新 しい興 味 ある

問題提起 を含 んでい るとい えよ う。 これについて も若干の コメ ン トを加 えてみ

たい。

3

先づ第7章 「資本蓄積 と国際分業」 よ りみ よ う。 ここで最 もユ ニークな構想

で あ る 「長期動態 モデル 」が提起 されてい る。

モデルの構成 についての詳細な説 明は,こ こで は割愛せ ざ るをえないが,大

よそ次 の ような内容を もつ。

(1)生 産要素は労働 と資本の二種 とし,そ れぞれ一定 量 が 与 え られ て い

る。

(2)生 産 され る財 は,X(農 業),Y(軽 工業),Z(重 化学工 業)の 三種 。

X財 生産は最 も労働集約的,Z財 生産 は最 も資本 集 約 的,Y財 生 産 は そ

の申間の集約度 を もつダグ ラス型生産 函数を と り,constantreturnsto

scaleで ある。 また各財 の生産函数は各国に共通。

(3)労 働 の完 全雇甫 と資本 の完全 利用が実 現 されねば な らない。

(4)労 働 ・資本 の価 格は,そ れぞれの 限界生産力 によって定 め られ る。 す

なわ ち生産函数 を描 いた等生産量曲線の勾配 は,資 本 ・労働 の価 格比率に

等 しい。

(5)各 生産要 素は国内的に は各産 業間を自由に移動 す る。従つて,二 生産

要素 の価格比率 は各産業で等 しい。

(6)完 全 自由競争が行 なわれ,各 財の価格 は生産費一 一(使用労働量X労

働 の限界生産力)+(使 用資本量 ×資本の限界生産力)一 一に等 しい。

これ らの条件か ら作 られ たモデルは次の ことを明 らかにす る。

生産要素の相対価格が与 え られ ると,各 財 の隼産に採用 さ るべ き生 産 方 法
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(労働集約的か資本集約的か)と,各 財の相対価格が決定 され,同 時 に労働 。資

本の完全雇用 を実現す るための各産業への資源配分比率 も決 定 され る。 し か

し,こ の資源配分比率 は必ず し も一義 的 で は ない 。 特 定産業に資本 を集中 し

て,そ の産業の労働生産性 をたかめ る能率段階 の高次化(生 産の能率化)を 狙

う乙 ともで きれば,ま た資本 を各産業 に分散 し,各 産業の労働生 産性の上昇を

抑 えて,生 産の 多様化 を狙 うこと もで きる。前 の場 合には労働 。資本の相対価

格 は労働 に有利化 し,後 の場合 には不利化す る。 しか し,も し資本蓄積が進 む

な らば(資 本/労 働 の賦存 割合が増大す るな らば),労 働価格の相対 的不利 を も

た らす こ とな く生産 の能率化 を計 ることがで きる。 資本豊富国 または資本蓄積

率の高 い国(先 進 国)で は生産の能率 化 と多様化の両者 を狙 うことは比較的容

易で あろ うが,資 本寡少国 または資本蓄積率の低い国(後 進国)で は それが因

難で あ る。 後進 国は資本 の制約のため,X(農 業)の 生産能率 を増大 しよ うと

して 多 くの資本 を農業 に配分すれば,実 質労働 賃金 は上昇す るが,ヨ リ資本集

約的産業Y,Zの 生産 を放棄 または抑制 せねば な らぬ。 同じこ とで あるが,農

業 の能 率段階を低 めて その資本使用量を抑 え るか または減少 させ ることによっ

てのみ,工 業(Y・Z)の 生産 を拡張す ることがで きる。 また,与 え られ た労

働 。資本 の賦存 量を もつ後進国が,生 産 の能率化 をえ らぶか 多様化 をえ らぶか

を規 定す る要因は,各 財の世界価格比 率で あ る(比 較 生産費理論)。ある世界価

格比 率の下 で,後 進国がXに 特化 し(能 率化選好),先 進国がY・Zに 特化

(能率化)す るな らば,後 進国はXを 輸出 し,先 進国はY・Zを 輸 出す ると

い う調 和的世界経済体制が実現 す る(世 界経済の異質化)。 しか し,も し も先

進国が能率化 を計 らずにX・Y・Zの 生産に多様 化す るな らば,後 進国は輸出

困難 に直面 す る とい う非調 和的世界体制 に陥 る(同 質化)。 厳密 な証 明は略す

るが,著 者の モデルは,以 上の よ うに,各 国の経済 発展(資 本蓄積→生産の能

率化 ・多様化)の シ ーソー ・ゲームの中か ら,世 界経済体制 の動態 を説 明しよ

うとす る もので あ る。

モデルの詳細 な説 明を省 略したため,遺 憾 なが ら以上の説 明は隔靴掻痒の感

を もつが,そ れで も,こ の モデルが,経 済発展 の基本的要 因 を 資 本 蓄 積 に求

め,赤 松体系の近代理論 的一般化 の企図で あ ることは容易に理解で きるで あろ
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う'。そればか りで な く,動 態理論への重要な貢献 を狙 う刮 目すべ き構想 としで

高 く評価 されなければな らない。

第8章 「資本蓄積 と産 業構造」。 ここでは この長期動態 モデルを ロビン ジン

夫人の資本の強蓄積 ・弱蓄積の概 念に結びつ け,明 治以降わが国経 済発展の過

程 を資本蓄積の進行過程 として把握 しよ うとしてい る。 資 本 の 弱 蓄 積 とは,

(a)資 本蓄積 →資本集約的生産方 法の採用(能 率化選好)→ 所与 の資本蓄積量

を越 え る資本必要量の増大,あ るいは(b)資 本蓄積→資本集約度の高い産業の

新 設 または拡大→所 与の資本蓄積量 を越 える資本必要量 の 増 大 とい う関 係 か

ら,生 産能率化や生 産多様化 を大規模 に行 うためには資本蓄積率 が不足 して失

業が発生す ることが考 え られ る。 これを弱蓄積 とす る。逆 に資本蓄積率が充分

に高 く,失 業の危険の ない場合 を強蓄積 とす る。

さて この よ うなtoolを つかって著 者は,日 本経 済発展のパースペ クティブ

を次 の よ うに画が く。

(1)明 治以前の資本蓄積 は極 めて低か った故 に,農 業だ けをしか も低能率

(労働集約的)生 産方法 によつてや るよ り他に方 法がな か っ た。(2)し か る

に明治時代に入 り,資 本蓄積の進 行は農業の能率 化選好の採用 を可能 とした。

農業生産 は能率化 したが,他 産業 に くらべ て労働集約的で あるか ら,農 業発展

が 人 口増大 を吸収 し,実 質賃金 の上昇 をみせた。 同時に,資 本蓄 積に余裕がで

きるに つれて,軽 工 業(繊 維)を 僅 かなが らもつよ うになった。(強 蓄積の調

和的発展期 。)(3)1910年 前後 は繊 維工 業の急速 な発展 によって特徴 づけ ら

れ る。限 られ た資本量で工 業を急激に拡張す るために,生 産方法 を前 よ り能率

の劣 った資本集約度の低い ものにせねばな らない。 それは農業に も低能率生産

方法の採用 を強 要す る。 この能率 化段階の逆転 は,実 質賃金 の圧迫 と失業の圧

力に よって行なわれ た。(弱 蓄積の悪循環 的発展期。)(4)1920年 代。 この

時代は重化学工業の無理 な拡張 は強行 されず,資 本蓄積 に相応 した軽工業の拡

大 と能率化 とが行 われtc。(強 蓄積 の調和的発展期。)(5)1930年 代。 一一層

資本集 約度の高い重 化工 業の発展 をば,資 本蓄積率 を上廻 って敢行 した産業構

造の転換期で あ り,弱 蓄積の時期で ある。

以上は,著 者 自身が ことわってい るよ うに,あ くまで も一 つの パースペ クテ
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イブで あって,過 去の実 際が完全にその通 りで あ っ た とめ うのではない(p'.

275)。 しか しこの 日本経済への当てはめは,こ のモデルが現実把握に有力 な分

析視 点を与 え うることを物語 ってい る。

さて現実接 近にはモデルが もつ多 くの仮定がはつ されねば な らない。 まつ労

働 ・資本が各産 業間 を自由に移動す ることの仮定を除 き,産 業 によって実質賃

金 ・利潤率 が相違す る もの としよ う。その場 合,賃 金の割安 な産業は生産能率

の低 い労働集約的生産方法 を とるで あろ う。 また,低 利潤率 の産 業では資本集

約的高能率 の生産方法を採用す ることがで きる。 その結果,一 定の資本蓄積の

制 約下において も,異 った経済構造(産 業構成比率)を とることがで き,同 時

に ・各財の生産費 も異 って きて,国 際的競争力 も変 って くる。 この国際的側面

の究明が第6章 の問題 であ る。

第6章"'比 較生産 費の決定 因」。比較生産費理論 はい うまで もな く貿 易 理 論

の申枢 的原理 の一 つであ る。 しか し比較生産費 を決定す る諸要因が一体何で あ

ゴ　　

るか を更 に押 進 め て追及 す る こ とは,ロ ハ.ド の一 般 的 記 述 を除 い て は殆 ん ど

な され てい ない 。 著 者 は この 問題 に ヘ クシ ャー・=オ リー ンの定 理 を基礎 として

迫 つ てい く。

この 分析 は次 表 の よ うな二 国,二 財,二 生 産 要素(労 働 ・資 本)に 技 術 系 数

と要 素価 格 に関 す る仮定 を加 えた 簡 単 な ケ ー スの 吟 味 に よ っ て な され てい る。

す で にみ た よ うに,資 本 蓄積 の進 行 は,技 術 系 数 と要 素価 格 に影 響 を与 え る も

1

技 術 系 数 要 素価格
生 産 費

労働 資本 労働 資本

1

国

X商 品

Y商 品

LC

L/Cノ

WR

W,R,

Px

PY

2

国

X商 品

Y商 品

lc

l,c,

wr

W,r,

Px

Py

(3)R.F.Harrod.1nternationalEconomics,reviseded.,Cambridge1957.ch.1.

邦 訳.藤 井 茂 訳.ハ ロ ッ ド 国 際 経 済 学 改 訂 版.実 業 之 日 本 社.昭33.
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の で あ るか ら,こ の分 析 は,と りもなお さず資 本 蓄 積 の視 点 か らす る比 較生 産
　 　 　

費の動能的決定因の究明で ある。

符号は1国 については大文字,2国 に ついては小文字,X商 品 に ついては プ ラ

イムを附 さず,Y商 品 についてはプ ライムを附す。LとCは 商品 一単位当 り

の生産 に必要 とされ る労働量 と資本量で あ り,Wは 労働の価 格(賃 金率)で

あ り,Rは 資本O価 格(利 子率=利 潤率)で あ る。い うまで もな く生 産 費P

は,P==W・L十R・Cで ある。一般に比較生産費 に差 が生 じ,1国 がX鍾

出しYを 輸入する条件は職 く1;で ある・不等腎力欄 のときは逆方

向 の貿 易 とな る。

さて,生 産要 素 の国 内的 自由移動 を仮 定 す れ ば(W=Wノ,R=Rノ,w=w',

・=・r'),kXよ り容易に次のこと備 月される・すなわち1ひ ÷ が成立

WW,wwノ

す るた め に ぱ ・一 方 で は ・-R-=一 ゼ<
,=7で あ り・ 他 方 で は ・

CC/c C/

T/一 ヲ「=fi-/7<1で なければな らない。 貿易方向や輸 出供給力 に影響

を与 え る要因 として,生 産要素の価格関係 と技術系数が重要 な ものであ るこ と

がわか るわけで あるが,こ の ことは直 ちに比 較 生 産 費 理 論 の 動 態化 に結び つ

く。 「あ る出 発点 にお け る1国 と2国 の 資本 ・労 働比 率C/Lとc/1,生 産 要

素の相対儲 比率W/Rとw/・ ・ならび砒 較生産費一距 ÷ が与えら

れ てい る。C/Lやc/1の 時 間 に わ7Cる 変化 率 は各 国 の 資 本蓄 積 率 と 人 口増 加

率 に よ つ て異 な る。 しか し それの 変 化 がW/Rとw/rの 変 化 として 表 現 され

るか ぎ り,… … 新 しい比 較 生産 費が 見 出せ るので あ る。」(P.203脚 注)

著 者 の分 析 は これ に止 ま らず,次 の よ うに展 開 す る。

1国 の労 働 分配 率(labor'sshareノ をA,資 本 分配 率 を(1-d)と し,2国

の それ らを δ,お よび(1一 δ)と す る。 す ると,

1'1

P=w●L● 一丁 及 びP=R・C・1 ・-A

と考 え るこ とが で きるか ら,

PxWLdlRC1-d,

PyW/Lノ ∠R,C/1-d
ニニ 　 　 ニ 　 り

Pxwlδ ノ1c1一 δノ

PyW!1ノ δr,c'1一 δ
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が導 きだ され る。 これは比較生産費の決定因,国 際競争力の決定因 を次の5つ ・

の要因に分解 した ことに他な らない。すなわち,た とえば1国 がX商 品 の 輸

出競 争力を強化 す るためには 次 のいずれか またはで きるな らばすべ てが必要で ●

あ る。

(1)W/Wノ<w/wノ,1国X財 の賃 金Wが 比 較 的 割 安 とな るこ と。(2>

L/L,<1/1,,Lが 比 較 的 に小 さ く,す なわ ち1国X財 にお け る労働 の生 産能

率が比較的に上昇す ること。(3)R/R,<r∠rノ ・1国X財 の資本価格Rが

比較 的割安 とな るこ と。(4)C/C,<c/c・,Cが 比較 的に小 さ く,す なは ち

1国X財 生産 にお け る資本の生産能率 が比較的 に上昇す ること。(5)A/d'

〉δ/δ,,1国X財 の労働分配率Aが 比較的大な ること。

本 章の展 開の大部 分は,生 産要素の国 内 的 自 由移 動 性 の仮定で な されてい ・

る。著者 は この仮定 を取 りはず していたので あるが,有 意義 な結論ので ない 乙

とをおそれて,こ の仮定 を全面的に取 はず していない。上 の展開 は この仮 定 を

取 はず し,産 業間に要素価格差がば らば らを発生 した場合 についての一つの結'

果 だ けを示 した もので ある。 しか し,わ たしは,こ の仮定が,上 の展開の意義 ・

を大 き く削減 す るとは考 えない。 生産要素 の国内移動が制 限 されてい る現 実に

おいて も,「 他 の条件 にして不変 」亡考 え て大 きな不都合が ない と判 断 され る

限 り(お そ らく多 くの場合に そ うで あろ う),国 際的競 争力 を5つ の決定因に

分解 す るこの試みは,各 産 業の競 争力の実証分析の用具 として,充 分 に利用 し

うると思 われ るか らで ある。

4

さて以上3章 の紹介か ら,著 者が赤松体系 をいか な る視点か ら理論化 しよ う

とす るかが明 らか となったで あろ う。一 言にい えば,資 本 蓄 積,生 産 の 能 率

化,多 様化の カ ラ ミ合いの視点 が それで あ り,こ の カ ラミ合いの整理 が動態 モ

デル の申心眼 目で ある。 この視点が そのまま 日本経済発展 過程 の分析 に もち こ

まれ,本 書第1篇 の各章が この視点 か らす る実証研究 にあて られ る。 ここでは

各章別 の紹介 は略 し,以 下 に,著 者 が 最 近 の 到 達 点 とす る 第10章 「経済発

展 と貿易利益」についてその大要 をみ よ う。
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著者 は先 に第7章 で示 しtc日 本 経 済 の パ ース ペ クティ ブ を基 礎 とし,利 用 可

能 の諸 資 料 か らえ られ た経済 諸 指 標 の 吟味 か ら,次 の よ うな 時 代 区 分 を 見 出

す 。

購 変動期 安定繊 闘1発 展 の 特 徴

IA19・ ・一・6年IB・9・6一 ユ9年1麟 一軽 礫 へ の多様化 ・8

∬A・9・9-2・ 年HB・ ・92・-34年 擁 工業 幅 の能靴

皿A・ ・934-37年1軽 工業 一重化 学工 業へ の多様 化

諸指標の吟味か ら次 の よ うな諸傾 向が見 られ る。 まず輸入についてみ ると,

輸 入依存度は構造変動期 には上昇し,安 定的成長期 には漸減 す る。 これは構造

変動 の実施のため 必要 とす る機械 その他の資本財お よび食料輸入需要の増大 に

よ る もので あ り,こ の輸 入増大が それに続 く構造変動 を可 能 に し た の で あ る

(輸 入先 行的構造変動)。 これ に対 し輸出は安定的成長期 において低水 準 よ り高

水準 に上昇す る。 これ は構造 変 動 の 過 程 で 第2次 お よび第3次 産業の成長,

新興産業の成長 に と もない,先 ず国内需要の充足 か ら輸 出伸長へ と推移す るか

らと考 え られ る。 この輸 出入 の動向の結果 として,構 造変動期か ら安定的成長

期 の前半にかけて貿易収支は入超 となるが,輸 入 を支 えて構造変動 を実現す る

ためには,過 去の蓄積外貨の存在 または外資援助が必要 とな る。IA期 には外

資流入が あつ たし,皿A期 には第一次大戦 によ る蓄積外貨 を利用す ることがで

きたが,1A'期 には蓄積外貨,外 資援 助 の いつれに も頼 ることがで きなか っ

7C。1930年 代の交易条件 の悪化,輸 出 ドライブの敢行 も充分 な出超を生 み出 し

えず,NAノ 期 の構造変動 は国際収支の困難のtcめ 不徹底 のまま第二次大戦 へ

入 っていったので ある。交易条件 は一般 には構造変動期に有 利化 し,安 定期 に

入 るや一時不利化 す るが,や がて安定傾向 をみせ る。交易条件の有利化 は構造

変動期の イ ンフ レ傾向,新 興産 業の コス ト高 に もとつ くもので あ るが,同 時に

資本財輸 入 を割 安にし,構 造変動 の実行 を容易にす る。 安定 的成長期 に入 り,

新興産業 の成長 は大規模生産 の利益 によ りコス ト低下 をみせ るが,あ る点以下

には下 らなし}。また この時期 には国 内需要 は充足 され,内 需拡張は限界 に達す

る。 ここで輸 出供給力お よび対 外競争力増大,輸 出伸長,出 超が生 じ,次 の構
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造変動の下準備が行なわれ る。 この よ うに貿易が 日本経済の発展に重要 な役 割

を果 した ことがわか るけれ ども,過 去の蓄積外貨 や外資流入 のみでは,構 造 変

動 に必要 な巨額 な資本額 を賄 うことはで きない。 所要資本 の大半 は貯蓄 に よっ

て生 みだ されなければな らない。構造変動 の基本的動力 は資本蓄積で あ り,蓄

積外貨(そ れ も資本蓄積 の一形 態に他な らない)や 外資流入 はその支援部隊で

あ る。 この ことは国内向資本形成率(P.321,お よびP.148)が 構造変動期 と

安定 的成長期 の初期において高水準 を示 す ことによ り実証 され る。 次に,構 造

変動が なぜ つぎつ ぎ と再発的に敢 行 されね ばな らなかつたか とい う問題 が残 る

が,著 者は次の よ うに考 え る。 構造変動期 において創立または拡張 きれた資本

集約的産 業は,先 にのべ たよ うにその成長 とともに コス ト低下はゆ きづ ま り,

安定的成長期 の後半に入 り,国 内需要拡張の限界 につ きあた る。一方,わ が国

と同 じ発展径 路 を辿 る後進諸 国の成長は,海 外需要 について も限界 を劃 して く

る。 そ こで これ ら内外需要 を一層進展 させ るた めに,新 商品 を生産 し輸 出す る

ことを可能 とす る多様化的構造変動か,従 来商品 の市場競争力 を強化す る能率

化 的構造変動の必要が生 じて くる。 同時にそれまで に進行 してい る資本蓄積 と

外貨蓄積 とが新構造変動 の可能性 を培つ てい るので あ る。

5

以上,実 証分析 を裏 づ けとす る著者 の動態 モデルの性格が 明か となつたので

あろ う。赤松体 系理論 化の野心的企図 としての みな らず,わ が国国際経済学界

の世界的水準にお け る問題提供 を含 む もの といつて よかろ う。

次 にわた しは,若 干の コメン トを加 え,評 者 としての責 を果 したい と思 う。

ほん とうの ところ,実 証分析の労 苦を体験 しない わた しは,本 書 の実証分析

に批評の資格の惣 い ことを感ず るので あ るが,以 下にわたしな りの コメン トを

与 えたい。

(1)交 易条件 について。

第3章 と第4章 において,最 近の注 目を あつ めた篠原=小 島論 争におけ る著者

の立場が示 されてい る。論争のいつれの側に軍配 をあげ るか は,わ たしのよ くな

し うるところで はない。 しか し論争 の一つの中心で あ る交易条件(指 数)の 変
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動 をど う解訳す るか とい う問題以前に,わ たしは一 つの疑問 を感 じてい る。 そ

れは,交 易条件(指 数)の 算定がいかな る程 度の客観性 を もつか とい う素朴 な

疑問で ある。周知 の よ うに指数作成上の諸問題 が あるが,そ れ は さてお くとし

よ う。 交易条件 といって も,(純 ・粗)商 品 交易条件 ・(単純 ・二重)要 素交易

条件 ・所得 交易条件 その他 多 くの種類 の交易条件が あ る。 そ の い つ れ に して

も,純 商品 交易条件 が基礎 とな らね ばな らず,従 つて,商 品 交易条件の理論的

意味が問題で あ る。商品交易条件 は,理 論的には,単 一の特定商品 毎に計算 さ

れては じめて意 味を もつ と理解す るのは狭 ま す ぎ る理 解 で あ ろ うか。 た とえ

ば,特 定輸 出品一単位 の もつ特定輸入品 の獲得 能力,と い うよ うに。 もしこの

理解が許 され るととすれば,交 易条件が実際に算 定 された場合 には,代 表 的輸

出品一単位 の代表 的輸 入品の獲得能 力 として理論的擬制(マ ーシ アルの 「包 」

概念)が な されねばな らない。 この理論的擬制が妥 当す るためには,輸 出入晶

構造が大 きな変化 を蒙 らない ことが必要で ある。 しか るに,篠 原=小 島論争で

問題 とされ る長期 において,輸 出品 ・輸 入品 の品 目構成が変化 す るばか りで な

く,同 一商品 と分類 され る品 目自体に品質上の変化が生 じてい ると考え ざるを

えない。 したが って交易条件(指 数)の 動 きについて客観的判 断を 与え る理論

的基礎が薄弱で あ ると感ぜ ぎ るを えないので ある。 この疑問 はなに も篠原=小
くの

島論争 に限 られ るものではな く,キ ン ドルバ ーガ ーその他の研究について も常

に抱 く疑聞で あった。 これはお そ らく著者に よって強 く認 めても らえ るので な

いか と思 う。著者 はい う。「……(交 易条件指数 の)解 訳 は きわ め て 困 難 で あ

り,む しろ単 的に,構 造変動期 の商品交易条件指数 はなに ご とも物語 らない と

受取 った方 が よいで あろ う。商品 交易条件指数が有意義 なのは,輸 出 と輸 入の

構成がかな り安定 し大 きく変化 しない安定的成長期 にか ぎ られ るので あ る。 商

品 交易条件は,そ の重要性 を発揮 す る安定的成長 期においてす ら,そ れだけで

貿易利益の十分 な指標 とはな りえない貿易量や 輸 出品 の生産性の変化 を考慮 に

入 れねばな らない。 ……」(pp.331-32)交 易条件の算 定上の聞題 に加 えて,

貿 易量や生産性の ヨ リ測定困難な要素を考慮 せねばな らぬとす れば,わ た しは

ます ます先 の素朴 な疑問を深 くせ ざ るをえないので ある。

(4)C.P.K三ndleberger,The7▼ermsoゾTrade.NewYork1956.
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(2)輸 出函数 ・輸 入函数について。,

第2章 「日本の経済発展 と貿易依存度 」で は,貿 易の経済発展 に対 す る戦 略

的役割の実証 が試み られてい る。

まつ著者の提起す る輸 出函数 の計測について考 えたい。 著 者 の 輸 出 函 数 と

は,輸 出額(X)と 第2次 産業生産額(Y2)と の関係 を示 す一次 の函数X・aY2+b

で ある。一般 に輸入函数の計測が しば しば試み られ るのに対 し,著者 のよ うな輸

出函数 の測定 はあま り試み られていない 。その理 由は,輸 入が 自国所得水準 に

よ り影響 され ると一般的 に仮定 され るけれ ど も,輸 出は 自国所得水準に依存す

るとの仮 定をなしえない と考 え られてい るか らで あろ う。 むしろ,輸 入函数 の

裏返 し として,輸 出 は外国所得水準 に依存す るとみ るのが通説で ある。著 者 も

この一般論 を承知 してい る。それに もかかわ らず筆者はい う 「(輸出は)一 層長

期にわた ってみ ると,国 内の工業生産力 したがつて輸 出供給能力に支配 されて

い ることがわか る。Y2力 露ブとXカ ーブを比 べ ると後者の方 が上下の変動 の

幅 は大 きいが,1906-38年 の全期 間を通ず ると,前 者 とほぼ同 じ動 きをしてい

ることがわか るので あ る。 ここに輸出函数 とい う概 念が成 り立 ち うる。 輸 出は

外国の輸 入需要函数で あ るとい うよ うに取扱 うのが普通で あるが,輸 出を規定

す る もう一 つの要因 として輸 出供給力が あ ることは否定で きない。 ここで は…

・■'輸出供給力 とい う観点 か ら輸出函数 を吟味 してみたい。 」(P .78),著 者の意

図す るところは充分 にわか るのであ るが,計 測 され た第2・11表(P.78)の 数値

をみ るに,相 関係 数の あま り高いのに喫驚 した。7種 の期間の と り方に問題 は

あろ うが,7つ の相関係数 の うち最低 値0.888を 除いてすべ て0,94以 上で あ

り,最 高値0.996と い う値はわた しの 予想 しない結果で あつ た。 著者のい う輸

出供給力が輸 出に影響 を もつで あろ うこ とは 一 般 的 に 否 定す るこ とはで きな

い。 しか し,こ こで計測 されてい るのは,輸 出額(X)と 第2次 産 業 生 産 領

(Y2)と の関係で あ り,輸 出額 と輸 出供給力 との関係ではない。輸出供給力 は

国内生塵額 よ り国内消 費額 を差 引いた差額で ある。 それ故,こ の輸出函数 の計

測には,国 内生産額 と輸出供給力 とは厳密な平行関係 を もってい るとの仮定が

おかれてい るわけだが,残 念 なが らこの仮定 を裏づ け る資料 は与 え られていな

い。 それに もか かわ らず高い相関係数が見出 され ることは確 かに興味深い こと
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で あ るが,だ か らとい つて,直 ちに輸 出 が輸 出 供給 力 に よ って決 定 的 な影 響 を

うけ た こ とが論 証 され るわ けで は ない 。XもY2も 共 に第三 の要 因に よ り一様

耳)影響 を うけた とす れ ば,Xに 影 響 を 与 えた もの はY2'で は な く第三 の 要因 で

あ っ た とい うこ とに な ろ う。 た とえば 第三 要 因 として,外 国 の所得 水準 や生 産

技 術,貿 易政 策 その 他が 考 え られ るで あろ う。 と もあれ,XもY2も 何 らか の

第三 要 因 に よって 影響 され なか った こ とを積 極 的 に証 明 す る必 要 が あ るので な

か ろ うか 。

著 者 の 輸入 函 数 の 測定 は,輸 出函 数 に く らべ て通説 的 に な され てい る。 著 者

は 特 に輸 入動 向 を決 定 す る規 則 的要 因 として,原 料 輸 入(M,)を 重視 し,そ

して,そ れ に重 要 な関 係 を もつ 第2次 お よび 第3次 産 業生 産額(Y2,Y3)を

と りあ げ,M,=αY2十 β(第2・3表.P.59)お よびMr=α ノ(Y2十Y3)+β ノ

(第2・5表.p.62)を それ ぞ れ輸 出函数 の場 合 と同 じ7つ の期 間 につ い て実 測

して い る。 この場 合 の 相 関係 数 も輸 出 函数 の それ に匹敵 す るほ ど高 い値 をみ せ

て い る。わ た しは,こ こで 輸 入 函 数 自体 につ い て 積極 的 に コメ ン トす る もの を

もって い ない 。両 函数 と もに一 定 の期 間 に一 定 の 型 をみせ る とい う事実 に 率 憤

に 興 味 を ひか れ るべ きで あ る。 しか し,両 函 数 と もに 交易 条 件 の変 動 を除 外 し

て い るの が 気 に 懸 か る。 交 易条 件 が輸 出入 の両 者 に大 きな影 響 を もつ こ との分

析 は,本 書 の特 徴 の一 つ で あ る。 交 易条 件 の 変 動 を も含 め た両 函数 の 多元 相 関

で の実証 は,時 間的 に も資料 的に も多大 の困難 を伴 うこと は十 分 承 知 し て い

る。 しかし,こ こで わたしのいい たい のは,輸 出入 に影響す る もの として,単

に生産額,所 得水準,交 易条件のみ な らず,技 術 変化,貿 易政策 その他 内外政

治 環 境一般の諸条件 も無視で きない。 本書の函数の物語 るのは数 多 くの要因の

うち特定 の限 られた要因の影響 力で あって,全 ての要因 を カバ ーす る もので は

ない。 従 つて実 測 された函数 の現実説 明力 もそれだ け限定 され ざ るをえないの

で ある。 貿 易 動 向 の 決 定因 を探 らん とす る実証分析 には,函 数に含 まれ ない

多 くの要因 に要す る正当な配慮(質 的 にな らざるをえないが)が 伴 わね ばな ら

跨,と いいたいので あ る。

(3)最 適 輸入依存度 につい て。

同 じ第2章 に最適輸入依存度 とい う興 味 あ る概 念 が提 出 されてい る。 それ
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は,線 型 輸 入 函数M=a+bYに お い て,a=0の 場 合 のbの 値,す なわ ち・

dMM
b・=AY=Yと 定義 され る。輸入需要の所得弾力性rの 場 力の輸入性 向の

値 といつて も同 じで あ る。なぜ,そ の輸 入性向が 「最適 」なので あるか 。 著者

は こ う説 明す る。 「国民所得Yは 別 の観点か ら見れ ば,労 働 ・資 本 。土地 な

ど国内資源の利用 を意 味 し,輸 入は外国資源の利用 を意味す る。輸入 函数の切

辺 が正で(す なわ ちa>0… 筆者),期 間を通ず る所得弾力性 εが1よ り小な

る場合 は,一 定の内外の技術 ・生産 ・需要 。価 格の シス テムの もとで,国 内資

源を過少に利用 し,外 国資源 に過大 に依存 してい ることをあ らは してい ると解

す るこ とがで きる。けだ し切辺が正で あ るこ とは,国 民所得 が零で あって も基

礎輸入 をす ることを意 味す る。」(pp.48-9)す すんで,著 者 は 平 均輸入性向

17.5%程 度が現 在にお け る最適輸入依存度 と考 え,そ れ を もって一 つの政策的

規範 を与 え うるとし,ま た,最 適輸入依存度 の状態が実現 す るや,遠 か らず構

造変動期 が到来 す るで あろ うと予想 してい る。本書 の分析で は,最 適輸入依存

度の実現 と構造変動 の続行 との関係 の実証が必ず し も明瞭で はないが,先 験 的1

には この 関係 を承認 して もよい。 しか し,わ た しは著者の最適 とい う意 味づけ

が理解で きない ことをのべ なければ な らない。

薯者 はM=a+bYでas>Oの ときは外国資 源の利用は遇大 で あ ると解訳 す

るが,わ た しはそのよ うな意 味づけをaに 与 えない方が よいのでないか と思

う。輸 入函数の測定 にあた り,何 び と も国民所得 ゼ ロとい う真空状態 を念頭 に

おいて はいない。aは 観察期間におけ る 「内外の技術 ・生産 ・需要 ・価 格シス

テム」その他の諸要因よ り定 ま る構造係数で あって,所 得ゼ ロの ときで も輸入

せね ばな らない基礎的輸 入 ときめこむ訳 にはいか ない。 技術その他 の諸要 因の

変動 も将来 のaの 値に影響す るので あ る。 ここで もaに 影響 す る諸要因に対

す る正 当な(質 的)配 慮 を払わな け れ ば 輸 入 依 存 度の 「最適 」の 理 論的意味

も,ま た将来 の政策に対 す る規範的意 味 も共に弱 め られ ると思 う。

(4)長 期動態 モデルについて。

最後 に本書 の基本的構想で あ る長期動態 モデルに ついて卒直 な感想 をのべ た
巳

いo

この モデルは,技 術係数 ・生産要素賦存比率が中心 となつ た生産条件ない し
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供 給 側 に 重点 の お か れ た モデル で あ る。 それ故,モ デ ルの 一般 化 の た め に,需

要 側 に対 す る適 当 な考 慮 を払 はね ば な らぬ とす る柴 田 教授 の コ メ ン トに は 同 感

で あ り,同 教 授 の モデ ルの一 般 化 へ の 積 極 的 貢 献 に は 敬 意 を払 はね ば な らな
くの

い 。 しか し,ま だ 問題 が残 るよ うで あ る。 この モデル は ヘ クシ ャー嵩 オ リー ン

定 理 に理論 的 基礎 をお い て い る。 ハ ロ ツ ドが特 殊生 産 要 素 の もつ意 義 を重 視 し

て,ヘ クシ ャー=オ リー ン定理 に対 して,批 判 的態 度 を表 明 してい るこ とは周1

知 で あ る。 ハ ロ ッ ドの批 判 は著 者 の モデル に も妥 当 す る。 ハ ロ 。 ドに対 し,著

者 は こ う答 え て い る。 「確 か にハ ロ ッ ドの指 摘 に は一理 が あ る。 だ が ハ ロ ッ ド

の主 張 は 『熱 帯 だ か ら熱 帯産 物 が で きる。』とい う如 き特 産 物 貿 易 に だ けは ぴ っ

た り当て は ま る こ とにな る。 そ うい う特 産物 貿 易 の 重 要性 は減 退 したの で は あ

るま い か 。 さ らに ハ ロ ッ ドの い う特 殊 生 産 要 素 は 時 と共 に変 つ てい くで あろ

う。 そ して特 殊 性 を変 え てい く要 因 こそ何 で あ るか が問 わ れ ね ば な らない 。 そ

れ こそ資 本 蓄 積 を軸 とす る経 済 発 展 で あ ろ う。 とす る と,ハ ロ ッ ドの い う特 殊

生産 要 素 が比 較 生 産 費 決定 の一 要 因 で あ るこ と も確 か に無 視 で きない が,ヘ ク

シ ャー=オ リー ン理 論 の 指 摘 す る ところ も,著 し く重 要 な要因 で あ り十 分 に検

討 す る価 値 が あ る もの と思 わ れ る。 こ とに特 殊性 を強 調 しす ぎ るこ とは,動 態

とか発 展 の聞 題 へ の途 を閉 ざすお それ が あ る と思 わ れ る。 他方,特 殊 的生 産 要

素 とい う第3要 素 を と り入 れ て,3要 素 モデ ル を作 っ て 吟味 す る こ とは興 味 あ

る課 題 で あ る。」(P.192)わ た しほ この著 者 の解 答 に必 ず し も満足 で きない 。

熱 帯 産物 の比 喩 は特 殊生 産 要素 の意 義 を 軽視 す る危 険 を持 た ない で あろ うか 。

資 本蓄 積 を軸 とす る 経 済 発展 が 生産 要 素 の特 殊 性 を変 えて ゆ くこ とは 否定 で き

ない が,そ れ は決 して特 殊 性 要素 の意義 を減 少 させ る もので ない と思 う。 経 済

発 展 は つ ぎ つ ぎ に新 しい特 殊 生産 要 素 を創 造 し,新 しい 国際 分業 構 造 を作 り出

す もの と考 え たい 。 ハ ー シユ マ ンは,つ とに,工 業 国相 互 間 の貿 易 量 の 世界 総
ぐ　ノ

貿易量に占め る比重 の増大傾向 を指摘 した。 この傾 向を説 明す るには,特 殊生

(5)柴 田 裕,書 評 「小 島 清 著.外 国貿 易.新 版 」・一橋 論 叢.1958.1,

同,「 資 本 蓄 積 と国際 分 業 一 小 島 モ デ ル に つ い て 一 」 経 済 研 究.1958.1,

同,書 評 「小 島 清 著,日 本 貿 易 と経 済 発 展 」 一 橋 論 叢.1959.2.

(6)A。0.Hirschman,NationalPoωerandtheStructureoノ ・Forei8nTrade.

UniversityofCaliforniaPress,1945.、
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産 要 素の創 造 とい う点 を重視 す る必要 が あ るよ うに 思 われ る。

ハ ロ 。 ドの批 判 は以 上 に 止ま らない 。彼 は ヘ クシ ャ=オ リー ン実 理 の 発 展 で

あ るづ ミュエ ル ソ ンを批 粉 して,必 ず し も農 産品 の労 働一 単 位 当 り資 本量 が工
ごア　

業品 の それ よ り小で な けれ ば な らぬ理 由 は ない とい つ て い る。 これ は著 者 の モ

デ ル に つ いて い えば,X(農 業)・Y(軽 工 業)・Z(重 化 学 工 業)'と 進 む に つ れ

て,資 本集 約 度 は 高 くな る とす る仮 定 に対 す る批判 で あ る。 モ デル の 生産 函 数

の 仮 定 に対 す る批判 で あ る。 この点 につ い て著 者 はい う。 「分 析 を一 般 化 す る

た めに は,生 産係 数 に関 す る均 等性 の仮 定 も,要 素 価 格 に関 す る国 内的 格 差不 存

在 の 仮定 もと りはず した い ので あ る。 もとよ りそ うい う仮 定 を と りは ず した た

め に,何 ち有 意 義 な結 論 を え ない な らば む だ な こ とで あ る」(p.204)と い い,

動 態 問 題 へ 近 づ く途 を閉 す危 険 が あ る とい う。 もとよ りそ の危 険 は あろ う。 し

か し,ハ ロ ヅ ドの批 判 も受 け入れ ね ば な らない 。 この 批判 は モデル の一 般 化 の

だ め に努 力 すべ き方 向 を示 唆 して い るよ うに思 う。 わ た し は,ハ ロ ヅ ドの批判

が か りに ヘ クシ ャー=オ リー ン定理 の否 定 へ通 ず る もの ので あ って も,そ れ は

必 ず し も著 者 の モデ ル の 否定 に な る とは考 え た くない 。 優 れ て動 態的 な観 点 に

立 つ 著 者 の モデル は,多 くのrigidな 制 約 に立 つ ヘ クシ ャ・一一==オ リーtンの 分 析

に拘 束 され る必要 な な い と思 うか らで あ る。 また,著 者 が ヘ クシ ャ肝=オ リー

ン流 に 自か らの モデ ル に課 した条 件 は,こ の モデ ル の視 点 か らす る日本 経済 の

実 証 分 析 に対 して も,一 つ の制 約 とな って い るよ うに思 わ れ る。 現 実分 析 の 範

囲 が モデル の視 点 に よつ て制 限 され,こ の視 角 に入 らない 多 くの 要 因 に 正 当 な

考 慮 が な され て い な い よ うに見 え る。 この優 れ た モデル の一 般 化 は実 証 分 析 の

た め に も努 力 され るべ きで あ る。 い か に これ を一 般 化 し完 成 に導 くか は,ひ と

り著 者 の課 題 とい うよ りも,わ が 国際 経 済学 界 全 体 の責 務 で あ ると考 え る。

X× ×X

この書評 をふ り返 ってみ て,わ た しは終始消極的 コメン トに止 まつて,著 者

の努力 に何 ら積極 的な責献 をな しえなか った点 を遺憾に思い,か つ非礼 な書 評

に なったので ないか とお それてい る。私事 にわたって恐縮で あ るが,学 生時代

よ り著者の絶 えざる指 導をえて きたわた しは,平 素の学恩 に甘 えす ぎたか もし

(7)R.F,Harrod,op.cit.PP.36-一 一一37.邦 訳87-88頁.
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れ ない。著 者の宥恕 を請 う次第で あ る。最後に,赤 松体系の理論 化 としての小

島 モデル は,わ が国際経済学界の誇 るべ き問題提起で あ り,こ の εデルの一般

化 を図 ることが,こ れまたわが学界の共同責務で あることを繰 返 し て欄 箋 す

.る 。
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